別記様式第６号（第７条関係）
	収入印紙
貼付欄

	貸付決定番号
	


ひとり親家庭住宅支援資金
借用証書
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人
栃木県ひとり親家庭福祉連合会長　様

　　（借受人）住　　所　　　　　　　　　　　
　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　携帯電話　　　　　　　　　　　
私は、ひとり親家庭住宅支援資金実施要領の各条文及び裏面の注意事項ついて、
了解した上で、次のとおりひとり親家庭住宅支援資金を借用します。
　返還事由が生じた場合は、滞りなく返還を行います。
	借用金額

	　　　　　　　　　円
内訳（　　　　円　×　　か月　）

	利子
	 　　　無利子

	貸付金の
返還について
	(1)返還期間：借受人は返還事由が生じた場合、事由が生じた日の属する月の翌月から会長が定める期間
(2)返還方法：月賦または半年賦払（均等払い）
(3)延滞利子：正当な理由がなく住宅支援資金を返還すべき日までに返還しなかった場合、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間に応じ、返還すべき額につき年３％


※借受人の印鑑登録証明書（発行後３ヶ月以内のもの）を添付すること。

（裏面）
<注意事項>
ひとり親家庭住宅支援資金の貸付を受ける方（借受人）は、下記の注意事項をよく読み、
内容を了解した上で、借用証書に署名、捺印してください。
記

１　実施要領により、返還すべき事由が発生した日の属する月の翌月から、貸付金を返還することになります。
２　実施要領により、返還の債務の履行猶予に該当する場合は、公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会長（以下「会長」という。）に「返還債務猶予申請書」を提出してください。会長から返還債務猶予決定が通知された場合に限り、住宅支援資金の返還に係る債務の履行が猶予されます。
３　実施要領により、「返還債務の当然免除」に該当する場合は、会長に「返還債務免除申請書」を提出してください。会長から返還債務免除決定が通知された場合に限り、住宅支援資金の返還に係る債務が免除されます。
４　公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会と借受人との間で調停又は訴訟の必要が生じた場合には、公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会の所在地を管轄する裁判所を合意裁判所とします。
（注意）
　　この借用書に貼付する収入印紙は、印紙税法に基づき次の額のものを貼付し、借受人が割り印してください。
　　・借入額が　　１万円以上　　１０万円以下の場合　　２００円収入印紙
　　・借入額が　１０万円を超え　５０万円以下の場合　　４００円収入印紙　　
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